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第４章　東海地震の警戒宣言に伴う対応措置計画
第１節　計画の位置づけ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課】

共通事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　策定の趣旨

大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）は、大規模地震の発生が予想され、当該地震が発生した場合に著しい災害が生じるおそれのある地域を地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という。）として指定し、強化地域に係る地震観測体制の強化及び防災関係機関や事業所等における地震防災体制の整備等により、被害の防止、軽減を図ろうとするものである。

同法に基づき、昭和54年８月に静岡県を中心とする６県（静岡、神奈川、山梨、長野、岐阜、愛知）の167市町村が強化地域に指定された。なお、平成14年４月に、東京都及び三重県の62市町村が追加指定され、平成24年４月１日現在、強化地域は８都県157市町村となっている。

県の地域は、東海地震が発生した場合、震度５弱から５強程度に予想されることから、強化地域には指定されなかったが、警戒宣言の発令に伴う社会的混乱も懸念される。

このため、町防災会議は、東海地震の発生に備え、社会的混乱の防止と地震被害を最小限にとどめるため、この対応措置計画を定めるものとする。
第２　基本的な考え方

対応にあたっての基本的な考え方は、次のとおりである。

１　警戒宣言発令中においても町の機能を、極力平常どおり確保する。

２　警戒宣言の発令に伴う社会的混乱の発生を防止するとともに、住民の生命、身体、財産の安全を確保するため、東海地震による被害を最小限にとどめるための防災措置を講じる。

３　原則として、警戒宣言発令時から地震が発生するまでの間にとるべき対応措置を定めるものとする。なお東海地震注意情報が発表されてから警戒宣言の発令までの間においても、社会的混乱防止のため、必要な措置を講じる。

４　発災後の対策は、町防災計画（震災対策編）により対処する。なお、発災前の対策についても、必要に応じて町防災計画（震災対策編）により対処する。

５　町の地域は、地震防災対策強化地域でないことから大規模地震対策特別措置法が適用されないため、本計画の策定及び実施に関しては、行政指導及び協力要請により対応する。
第３　前提条件

計画策定にあたっての前提条件は次のとおりとする。

１　警戒宣言の発令時刻

警戒宣言が発令される時刻は、原則として最も社会的混乱が予想される社会経済活動の盛んな平日の昼間（概ね午前10時～午後２時）とする。ただし、各機関の対策遂行上、特に考慮すべき時間帯がある場合は、個別に対応策を考慮する。

２　予想震度

県内の震度は、地質地盤によって異なるが震度５弱～５強程度とされている。

　　※　東海地震に関する情報の種別

気象庁は、地殻変動や地震等を24時間体制で監視し、異常なデータが観測された場合には「東海地震に関する情報」を、各情報が意味する危険度に応じた「カラーレベル」を付し、発表する。
なお、前兆すべりが急激に進んだ場合や前兆すべりが小さい場合等には、直前予知ができない場合もあるので、日頃から東海地震への備えをしておくことが大切である。
	情報名
	発表基準

	東海地震予知情報
［カラーレベル 赤］
	東海地震が発生するおそれがあると認められ、「警戒宣言」が発せられた場合

	東海地震注意情報
［カラーレベル 黄］
	観測された現象が東海地震の前兆である可能性が高まったと認められた場合

	東海地震に関連する調査情報
［カラーレベル 青］
	臨時
	観測データに通常とは異なる変化が観測され、その変化の原因についての調査を行った場合

	
	定例
	毎月の定例の「判定会」で調査が行われ、「東海地震」に直ちに結びつくような変化が観測されていないと判断された場合


第２節　東海地震注意情報発表から警戒宣言発令までの対応措置　　
【町・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
気象庁が強化地域等で常時監視している観測データに異常が認められ、東海地震の前兆現象である可能性が高まったと認められる場合は東海地震注意情報が発表される。

このため、注意情報発表に伴う社会的混乱を防止する観点から実施すべき必要な措置について定める。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　東海地震注意情報の伝達
１　伝達系統及び伝達手段

県からの東海地震注意情報の伝達系統及び伝達手段は、次のとおりである。

町は、県等から東海地震注意情報に関する情報を受けた場合または報道機関の報道に接した場合の庁舎内、町関係機関、住民等に対する伝達系統及び伝達手段をあらかじめ定めておく。
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	＊知事への伝達は消防庁ルートを主として、熊谷地方気象台ルートを副とする。
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２　伝達体制

町は、県から東海地震注意情報の通報を受けたときは、直ちにその旨を庁内に伝達するとともに、防災対策上重要な機関、団体等に伝達する。

３　伝達事項

（１）東海地震注意情報または東海地震注意情報に基づき政府が準備行動を行う意思決定を
行った旨の消防庁からの連絡内容

（２）警戒宣言が発令されることを考慮して必要な体制をとること等

（３）東海地震注意情報の解除された旨の連絡内容

（４）その他必要と認める事項
第２　活動体制の準備等

町は、東海地震注意情報を受けた場合は、直ちに災害対策本部等の準備等必要な措置を講じるとともに、社会的混乱の発生に備える。

（１）災害対策本部の設置準備に入る。

（２）配備体制は、緊急体制とする。

（３）東海地震注意情報発表時の所掌事務
災害対策本部が設置されるまでの間、総務課が関係機関の協力を得ながら、次の事項を行う。

ア　東海地震注意情報等その他防災上必要な情報の収集伝達

イ　防災関係機関等との連絡調整

ウ　社会的混乱防止のため必要な措置
第３節　警戒宣言に伴う措置　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
東海地震が発生するおそれがあると認められた場合に、東海地震予知情報が発表される。これを受けて、警戒宣言等の対応がとられる。本節では、警戒宣言が発せられた場合における社会的混乱を防止するとともに、地震発生に備え、被害の未然防止及び軽減を図るため、警戒宣言の発令から地震発生までの間または地震発生のおそれがなくなるまでの間においてとるべき措置について定める。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　警戒宣言、東海地震予知情報の伝達、広報

１　伝達系統及び伝達手段

県からの警戒宣言及び東海地震予知情報の伝達系統及び伝達手段は、次のとおりである。

町は、県等からの警戒宣言及び東海地震予知情報を受けた場合または報道機関の報道に接した場合の庁舎内、町関係機関、住民等に対する伝達系統及び伝達手段をあらかじめ定めておく。
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	＊知事への伝達は、東海地震予知情報については消防庁ルートを主とし、熊谷地方気象台ルートを副とする。警戒宣言については、消防庁ルートのみとする。
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２　伝達体制

町は、県から警戒宣言及び東海地震予知情報を受けたときは、直ちにその旨を庁内に伝達するとともに、防災対策上重要な機関、団体等に伝達する。

一般住民に対しては、防災行政無線や広報車により伝達する。

３　伝達事項

（１）警戒宣言通知文

（２）東海地震予知情報に関する情報文

（３）警戒宣言発令に伴いとるべき措置事項

（４）警戒解除宣言に関する通知（地震が起こらないで解除になる場合）

（５）その他必要と認める事項
第２　活動体制

（１）東海地震の警戒宣言が発令され、災害発生のおそれがある場合は、災害対策本部を設置する。

（２）配備体制は、非常体制とする。

（３）災害対策本部は、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及びその他の防災関係機関と緊密な連携を保ち、警戒宣言の発令に伴う社会的混乱の防止と地震災害の発生防止並びに軽減を図るための措置を実施するとともに、地震災害が発生した場合、速やかに町防災計画（震災対策編）に沿って応急対策ができるように準備する。
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